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KPMG Japan tax newsletter 
「財産債務調書」の提出制度 
 

 

 

2015 年度税制改正前の制度のもとでは、確定申告書の提出義務があり、その年分

の総所得金額及び山林所得金額の合計額が 2,000 万円を超える個人は、「財産及

び債務の明細書」（その年の 12 月 31 日において有する財産の種類、数量及び価額

並びに債務の金額等を記載した明細書）を確定申告書に添付して提出することとされ

ていました。 

2015 年度税制改正において国外転出時課税制度が創設されたことに伴い、所得税・

相続税の申告の適正性を確保するため、この「財産及び債務の明細書」の記載内容

を充実させる等の見直しが行われ、名称も「財産債務調書」と改められました。これは

2016 年 1 月 1 日から適用され、2015 年の所得税確定申告書の提出時には、新しい

制度が適用されることになります。 

このニュースレターでは、この「財産債務調書」提出制度の概要をお知らせいたしま

す。 
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1. 「財産債務調書」の提出制度 

（1）提出基準の見直し 

「財産及び債務の明細書」はこれまで所得税法に規定されていましたが、改正により、

内国税の適正な課税の確保を図るための国外送金等に係る調書の提出等に関する

法律において新たに「財産債務調書」として規定され、提出基準が以下のように見直

されました。 

改正前 その年分の所得金額が 2,000 万円超 

改正後 以下の 2 つの基準を満たすこと 

① その年分の所得金額が 2,000 万円超 

② その年の 12 月 31 日に有する財産の価額の合計額が 3 億円以上 

又は 

その年の 12 月 31 日に有する国外転出特例対象資産（*）の価額の

合計額が 1 億円以上 

（*） 「国外転出特例対象資産」とは、所得税法に規定する有価証券、匿名組合契約

の出資の持分、未決済のデリバティブ取引・信用取引・発行日取引をいいます。 

したがって、確定申告書の提出義務があり、改正後の2つの基準を満たす者は、そ

の年の翌年3月15日までに「財産債務調書」を所得税の納税地の所轄税務署に提

出しなければなりません。 

この改正は、2016年1月1日以後に提出すべき「財産債務調書」について適用されま

す。 

（2）「財産債務調書」の記載事項 

「財産債務調書」の記載事項は、「国外財産調書」（その年の12月31日に有する国外

財産の価額の合計額が5,000万円を超える個人（永住者のみ）が提出する調書）と

ほぼ同様です。たとえば、「財産及び債務の明細書」には記載を要しなかった、財産・

債務の所在や国外転出特例対象資産の銘柄等・取得価額などの情報も記載が必要

となります。なお、従前は「国外財産調書」においても取得価額は記載事項ではあり

ませんでしたが、今回の改正により国外転出特例対象資産については取得価額も

記載事項に加えられています。 

平成  年 12 月 31 日分 財産債務調書 
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住所又は居所  
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国外財産調書に記載した国外財産の価額の合計額 

  （うち国外転出特例対象財産の価額の合計額 （       ）円） 
 

財産の価額の合計額  債務の金額の合計額  

 

（国外転出特例対象資産の取得価額については、この調書の「財産の価額又は債

務の金額」の欄の上段に記載することとされています。） 
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なお、「財産債務調書」の提出に当たっては、「財産債務調書」に記載した財産の価

額及び債務の金額をその区分ごとに合計した金額を記載した、「財産債務調書合計

表」を添付する必要があります。 

（3）財産の価額 

「財産債務調書」に記載する財産の価額は、その年の12月31日における「時価」又

は「見積価額」によることとされており、国税庁から公表されたFAQには、「見積価額」

の算定方法として、以下を含む例示がされています。 

財産の種類 「見積価額」の算定方法 

土地、建物 

 

次のいずれかの方法により算定した価額 

（i） その年の 12 月 31 日が属する年中に課された固定資産税の計算の基礎となる

固定資産税評価額（外国又は外国の地方公共団体の定める法令により、固定

資産税に相当する租税が課される場合には、その年の 12 月 31 日が属する年

中に課されたその租税の計算の基となる課税標準額） 

（ii） 取得価額を基にその取得後における価額の変動を合理的な方法によって見積

もって算出した価額 

（iii） その年の翌年 1 月 1 日から「財産債務調書」の提出期限までにその財産を譲渡

した場合における譲渡価額 

（iv） 建物（業務の用に供する財産以外のもの）については、取得価額から、その年の

12 月 31 日における経過年数に応ずる償却費の額を控除した金額 

家庭用動産を含む「その他の動産」 

（家具、自動車などの動産で業務の

用に供する財産以外の動産） 

取得価額から、その年の12月31日における経過年数に応ずる償却費の額を控除し

た金額（取得価額が 100 万円未満の家庭用動産の「見積価額」は 10 万円未満とす

ることが可能。1 個又は 1 組の価額が 10 万円未満の「その他の動産」については、

「財産債務調書」への記載は不要。） 

有価証券 

（金融商品取引所等に上場等されて

いる有価証券以外の有価証券） 

次のいずれかの方法により算定した価額 

（i） その年の 12月 31日における売買実例価額（これがない場合には、同日前の同

日に最も近い日におけるその年中の売買実例価額）のうち、適正と認められる

売買実例価額 

（ii） （i）による価額がない場合には、その年の翌年 1 月 1 日から「財産債務調書」の

提出期限までにその有価証券を譲渡した場合における譲渡価額 

（iii） （i）及び（ii）がない場合には、次の価額 

（a） 株式  

その株式の発行法人のその年の 12 月 31 日又は同日前の同日に最も近い日

において終了した事業年度における決算書等に基づき、その法人の純資産価

額に自己の持株割合を乗じて計算するなど合理的に算出した価額 

（b） 新株予約権  

｛「その年の 12 月 31 日における新株予約権の対象となる株式の価額（又は見

積価額）」 － 「1 株当たりの権利行使価額」｝ ｘ 「権利行使による取得するこ

とができる株式数」  

（iv） （i）（ii）及び（iii）がない場合には、取得価額 

外貨で表示されている財産の邦貨換算は、「財産債務調書」の提出義務者の取引金

融機関（その財産が預金等で、取引金融機関が特定されている場合は、その取引金

融機関）が公表するその年の12月31日における、対顧客直物電信買相場（ＴＴB）に

よるものとされています。 
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（4）債務の金額 

「財産債務調書」に記載する債務の金額は、その年の12月31日における債務の現

況に応じ、確実と認められる範囲の金額とされており、たとえば、借入金であれば、

その年の12月31日における借入金の元本の額を記載することになります。 

なお、外貨で表示されている債務の邦貨換算は、「財産債務調書」の提出義務者の

取引金融機関（その債務が借入金等で、取引金融機関が特定されている場合は、そ

の取引金融機関）が公表するその年の12月31日における、対顧客直物電信売相場

（ＴＴS）によるものとされています。 

（5）「国外財産調書」との関係 

その年の 12 月 31 日において、その価額の合計額が 5,000 万円を超える国外財産

を有する永住者は、その年の翌年 3 月 15 日までに、「国外財産調書」をその者の納

税地等の所轄税務署に提出することとされています。 

この「国外財産調書」を提出する者に「財産債務調書」制度の適用がある場合には、

「財産債務調書」には「国外財産調書」に記載した国外財産に関する事項の記載を

省略できることとされています。ただし、「国外財産調書に記載した国外財産の価額

の合計額
．．．

」及び「国外財産調書に記載した国外財産のうち国外転出特例対象財産

の価額の合計額
．．．

」については、「財産債務調書」及び「財産債務調書合計表」に記載

する必要があります。 

なお、国外に存する債務については、「国外財産調書」の記載事項とはされていませ

んので、「国外財産調書」を提出する場合であっても、「財産債務調書」への記載の

省略はできません。 
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2. 過少申告加算税・無申告加算税の特例 

納税者が過少申告をした場合又は申告すべき所得等を申告しなかった場合におい

て、納税者による修正申告・期限後申告書の提出又は国税当局による更正・決定

（以下、「修正申告等」という。）があったときは、原則として、修正申告等による納税

額に対し下記の課税割合を乗じた過少申告加算税又は無申告加算税が課せられま

す。 

加算税 修正申告等による納税額 課税割合 

過少申告加算税 50 万円又は期限内申告税額のいずれか多い

金額を超える部分 
15％ 

上記以外 10％ 

無申告加算税 50 万円を超える部分 20％ 

上記以外 15％ 

「財産債務調書」の適正な提出を促すため、過少申告加算税及び無申告加算税に

ついて、「国外財産調書」制度に設けられている措置と同様の以下の特例（軽減措

置又は加重措置）が適用されることになります。 

 軽減措置 加重措置 

軽減措置・加重措置が

適用される場合 
 期限内に提出された「財産債務調書」に修正

申告等の基因となる財産又は債務に係る記

載がある場合 

 期限内に「財産債務調書」の提出がない場合 

又は 

 期限内に提出された「財産債務調書」に修正

申告等の基因となる財産又は債務に係る記

載がない場合（重要な事項の記載が不十分

である場合を含む） 

措置の対象となる税額  財産債務に係る所得税 

 財産に対する相続税 

 財産債務に係る所得税 

措置の内容 過少申告加算税又は無申告加算税の課税割

合が 5％軽減される 
過少申告加算税又は無申告加算税の課税割

合が 5％加重される 

「財産債務調書」が期限後に提出された場合であっても、その提出が、財産債務に

係る所得税又は財産に対する相続税についての調査があったことにより更正又は

決定があるべきことを予知してされたものでないときは、上記の特例の適用上、その

「財産債務調書」は期限内に提出されたものとみなされます。 

なお、「財産債務調書」制度には、「国外財産調書」制度に設けられている未提出者

等に対する罰則規定（1年以下の懲役又は50万円以下の罰金）は設けられておりま

せん。 

この特例は、2016年 1月 1日以後に提出すべき「財産債務調書」に係る財産債務に

係る所得税又は財産に対する相続税について適用されます。 
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 財産債務調書の提出制度（FAQ） 

http://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/pamph/hotei/zaisan_saimu/pdf/zaisan

_faq.pdf 

 財産債務調書（様式及び記載要領） 

http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hotei/annai/pdf/2708_01.pdf 

 財産債務調書合計表 

http://www.nta.go.jp/tetsuzuki/shinsei/annai/hotei/annai/pdf/2708_03.pdf 

 

【関連ニュースレター】 

KPMG Japan tax newsletter 

 国外転出時課税制度（出向税）の導入 （2015年4月20日発行） 

http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/article/japan-tax-newsletter/Pages/exit-t

ax-20150420.aspx 

 「国外財産調書」の提出制度 （2013年11月26日発行） 

http://www.kpmg.com/Jp/ja/knowledge/article/japan-tax-newsletter/Pages/over

seas-assets-report-20131126J.aspx 
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